










































































































































































































































































































 

 

図 11 マリーナベイ・クルーズ・センター（MBCCS）の岸壁とターミナル全景  

出典：マリーナベイ・クルーズ・センター（MBCCS）のウェブサイト 10より  
 

6 海運業界支援策  
コロナ禍で大きな打撃を受けたクルーズ産業を含む海運業界を支援するため、MPA

は 2020 年 4 月 29 日、「Maritime SGTogether」と名付けた 2,700 万 S ドルの支援策

を発表した。Maritme SGTogether の概要は II 章の海運に紹介している。  

 

7 LNG ターミナル  
2013 年 5 月、シンガポール西部ジュロン島の液化天然ガス（LNG）ターミナルが

稼働を開始した。2020 年 12 月現在、18 万立方メートルのタンクが 3 基、26 万立方

メートルのタンクが 1 基あり、合計 80 万立方メートルの貯蔵能力となっている。  

2014 年 2 月、2 カ所目の LNG ターミナルをシンガポールの東部に建設すると政府

は発表した。  

シンガポールのエネルギー市場監督庁（EMA）は、LNG の浮体式貯蔵・再ガス化施

設の建設に向け、係留地 2 カ所の実現可能性調査を実施することを 2016 年 4 月に発

表した。浮体式貯蔵施設・再ガス化施設は、陸上の LNG ターミナルと比べ低コスト・

短時間で建設が可能である。EMA によると、計画の同施設は  シンガポールの拡大す

るガス需要を満たす恒久的なインフラあるいは緊急的な輸入拡大の要請に迅速に対応

するインフラとして利用される。2019 年 11 月に EMA は、オフショア LNG ターミナ

ルの「建設、所有、運営（BOO）」への関心表明の募集を発表した。設置場所などにつ

いては募集要項には記載されていない。2020 年 12 月現在、第 2 LNG ターミナルに

ついての新たな情報は公表されていない。  

 
  

 
10 https://www.mbccs.com.sg/ 
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図 12 SLNG 社所有の LNG ターミナル全景と位置  

ターミナルレイアウト  ターミナルの様子  
出典：シンガポール LNG 社ウェブサイト 11より  

 

＜LNG ターミナルプロジェクトの背景＞  
天然資源を持たないシンガポールでは、自国で消費するエネルギーの全てを輸入に

依存している。国内の発電燃料としては、約 95％を天然ガスに頼っている。天然ガス

は、かつては、インドネシアのナツナ諸島とスマトラ島およびマレーシアから 4 本の

海底パイプラインを通じて輸入していたが、エネルギー市場監督庁（EMA）は 2006

年に LNG の輸入を決定し、2008 年に LNG ターミナルのアグリゲーター（aggregator、

独占的供給者）に英ブリティッシュガス・グループの BG アジア・パシフィックを選

定した。また EMA は同時に、LNG ターミナルの開発業者として国内電力大手シンガ

ポール・パワーの子会社パワーガスを指名し契約を締結。LNG ターミナルの建設・運

営事業はパワーガスと、フランスの GDF スエズの企業連合が受注した。  

このように、ターミナルの建設・運営に関してはフィージビリティ調査の結果を踏

まえて民間で行う形で進められていた。しかし、2008 年のリーマンショックに端を発

した世界的な金融危機とそれに伴う世界的景気後退で、民間会社の資金調達環境が著

しく悪化したことを受け、シンガポール政府は商業ベースでの事業継続を困難と判断

した。そして、パワーガスと結んだ委託契約を見直し、2009 年 6 月、政府がターミナ

ルの建設と運営を引き継ぐ形で、ターミナルを所有し監督するシンガポール LNG コ

ーポレーション（SLNG）を設立した。ターミナルの建設は 2010 年に開始し、2013

年 5 月に 2 基の貯蔵タンクで商業運営を開始した。2020 年 2 月現在、4 基 80 万立方

メートルの規模となっている。  

4 基目のタンクの稼働で SLNG が 1,100 万トンの年間処理能力を持ち、国内の天然

ガス消費を全て LNG で賄なえるようになっただけでなく、LNG バンカリングやリロ

ーディング（再出荷）、トラック輸送などの新たな LNG 事業展開、多様なニーズに対

応できる体制と設備が整った。  

 
  

 
11 https://www.slng.com.sg 
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＜LNG 船舶燃料供給＞  
船舶燃料としての LNG 利用については、MPA と EMA が中心となり、2010 年から

検討が進められ、LNG バンカリングの実施に向けた基準や手順の整備は概ね済ませて

いる。LNG 燃料供給の実証試験も実施され、2020 年には商用化がなされている。  

国際海事機関（IMO）は、船舶の燃料油に含まれる硫黄分濃度を 0.5％以下（現行

3.5％以下）にすることを決定し、2020 年 1 月 1 日から施行されている。全ての船舶

は規制に適合する燃料油を使用するか、排ガス洗浄装置を使用する、あるいは LNG な

どの代替燃料を使用するなどの対策を講じることが必要となっている。  

船舶燃料取り扱い数量が世界最大のシンガポールは、LNG が次世代の船舶燃料の有

力候補であると見て、LNG 燃料船への補給体制（LNG バンカリング）の整備に積極

的に取り組んでいる。パビリオン・ガスと FueLNG は 2017 年 10 月、LNG バンカリ

ングの実行者としてシンガポール政府からライセンスを与えられた。前者パビリオン・

ガスは政府系投資会社テマセク・ホールディング傘下のパビリオン・エナジーの 100％

子会社で、後者はシンガポール大手企業ケッペルとシェルの合弁会社。パビリオン・

ガスと FueLNG は MPA の助成金を使い、パビリオン・ガス 12はセムコープ・マリン

に、FueLNG はケッペル O&M に LNG 燃料供給船を発注している。  

LNG バンカリングに関するこれまでの主な取り組みを以下に示す。  

 
2010 年  シンガポール政府は代替船舶燃料としての LNG の利用について、DNV テクノロジーセン

ターを中心に、MPA や関係企業が参画する検討（Joint Industry Study）を実施。 
2011 年  MPA は世界に先駆けて総合的な環境保護構想「海洋シンガポール環境イニシアチブ

（Maritime Singapore Green Initiative）」（海運の項で前出）を立ち上げた。同構想に

は、シンガポール籍船からの CO2 および SOx の排出削減を目指す「グリーン船舶プログラ

ム」、環境技術を導入した寄航外航船の港湾使用料を減額する「グリーン港湾プログラ

ム」、国内海事関係企業の環境技術の開発・導入を促すための助成「グリーン技術プログ

ラム」が含まれる。 
2012 年  MPA はシンガポール港での LNG バンカリングの実現可能性に関して、21 社が参画する

検討（Joint Industry Project）を実施。 
2013 年  MPA は Lloyd’s Register に LNG バンカリングの基準と手順の調査を委託。MPA はア

ントワープおよびゼーブルージュの港湾当局と LNG バンカリングの基準に関する MOU を

締結。 
2014 年  MPA は異なる LNG 供給方法の費用対効果の検討や、LNG バンカリングの安全確保及

び運用手順を確立するため、パイロット事業を 2017 年に開始することを決定。同事業では

LNG バンカリングのサプライチェーン構築と共に、1 隻あたり 200 万 S ドルを上限とし、最

大 6 隻を対象とする LNG を燃料とする船舶への補助金も含まれる。 
2015 年  MPA はロッテルダムの港湾当局と LNG バンカリングの基準に関わる情報交換及びサービ

スの効率化、最適化などの研究開発に関する MOU を締結。2015 年 7 月には LNG バン

カリングに関心のある企業に提案書の提出を求めた。年内に免許交付企業を決定し、選

定された企業は 2017 年初頭に始まる LNG バンカリングのパイロット事業で LNG 燃料を

供給することになる。政府は 2020 年までに LNG 燃料供給の商用化を目指す。同年 10
月、天然ガス市場の開設を計画、LNG の域内取引ハブ目指す構想を政府が発表。 

2016 年  MPA は 2016 年 1 月、船舶に LNG を燃料として供給する事業入札で、12 社のうち最高

額で応札した 2 社にライセンスを付与。ライセンスを取得したのは、 シンガポール政府系ガ

ス会社パビリオン・ガス、ケッペル O&M と石油メジャーの英蘭ロイヤルダッチシェルの共同

事業体 FueLNG。これに伴い、MPA は LNG を燃料とする 6 隻の船舶を建造する上で、

 
12 具体的には商船三井が船を発注し、パビリオン・ガスに傭船  
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最大 1,200 万 S ドルを助成する。また、EMA は 2016 年 10 月、上記 2 社に対し、LNG
年間 500 万トンの輸入ライセンスを付与した。 
MPA は、2016 年 10 月、LNG 船舶燃料を促進するための下記の施策を発表。 
MPA とシンガポール LNG 社（SLNG）は、共同で LNG 燃料補給用の暫定的トラック燃料

補給施設を開発。MPA がこの施設に 200 万 S ドルを拠出する。 
シンガポールで基 準 認 証 制 度 を担 う政 府 機 関 である規 格 ・生 産 性 ・革 新 庁 （SPRING 
Singapore）と共に、燃料補給基準向け技術参考資料（TR）を作成する。 
LNG を燃料とする船舶の建造に、1 隻あたり最大 200 万 S ドルを助成するプログラムで、

MPA はケッペル・スミット・トウェージ社、ハーレイ・マリン・アジア社、マジュ・マリタイム社 の

LNG を燃料とする船舶の建造に 800 万 S ドル補助することを決定した。 
新たに登録する LNG 燃料使用港湾作業船の港湾使用料を 5 年間無料とする。 
LNG 燃料港湾作業船を利用する船舶の港湾使用料を 10 パーセント割り引く。 

2017 年  2017 年 4 月、MPA は「LNG バンカリング」に関する包括的な技術的枠組みを定めた基準

「テクニカル・レファレンス 56」（TR56）を発表。MPA が 2017 年初頭から開始している LNG
供給パイロット事業でも、LNG 供給業者が作業を行う際の手順として TR56 を適用する。 
2017 年 5 月、LNG のスポット取引を扱う LNG 取引所がプラットフォームを立ち上げ、LNG
トレードのハブ機能拡大を目指す。 
2017 年 8 月に初めて開催されたシンガポール・日本港湾セミナーで、日本とシンガポール

間を往来する自動車運搬船の燃料に LNG を利用するため、両国が共同で事業化調査を

実施することが決まる。作業グループに日本側から、川崎汽船、日本郵船、商船三井の大

手 3 社が参加する。 
2017 年 9 月、ケッペルとシェルの共同事業体 FueLNG は、自社 LNG 船向け初の LNG
バンカリング・パイロット事業に成功した。 
2017 年 12 月、MPA はシンガポール港の LNG バンカリング事業に対し、追加で 1,200 万

S ドルを助成すると発表。1,200 万 S ドルのうち、半分をシンガポール港でシップ・ツー・シッ

プ方式による LNG 燃料供給を行うためのバンカリング船の整備に充てる。1 隻当たりの助成

金は 300 万 S ドル。LNG 燃料供給船はシンガポール船籍とし、バンカリング事業に 5 年以

上従事することなどが助成受給の資格要件となる。残りの半分で LNG 燃料船の建造資金

を助成する。MPA は 2018 年 3 月まで助成を希望する企業からの申請を受け付ける。 
2017 年 12 月、LNG 事業会社パビリオン・エナジーは、LNG を燃料とするタグボートに

2019 年から LNG を供給する契約を PSA マリーンから受注。パビリオンは、2019 年に PSA
マリーンに納入される二元燃料（LNG と重油）エンジン搭載のタグボート 2 隻に LNG を供

給する。 
2018 年  2018 年 4 月、シンガポールの船舶燃料供給会社シナンジュ・タンカーズが三井物産と協

力し、ケッペル O＆M に LNG と重油に対応した二元燃料機関を搭載する 7,990DWT の

シンガポール初となるバンカー船建造 を発注。シナンジュは建 造にあたり、MPA から最大

200 万 S ドルの助成を受ける。 
2018 年 4 月、LNG 事業会社パビリオン・エナジーは、シンガポールの LNG ターミナル向

けに輸入、LNG 輸入の事業ライセンスを取得してから初めて、国内向けに輸入した LNG
を受け取った。 
2018 年 4 月、FueLNG は、LNG 燃料船へのバンカリング基地としてシンガポールのジュ

ロン港を長期にわたり利用する契約をジュロン港運営会社のジュロン・ポートと交わした。 
2018 年 4 月、IMO は船舶からの温室効果ガスの排出量を 2050 年に 08 年比で半減さ

せる方針を打ち出した。 
2018 年 6 月、MPA は 2020 年引き渡しの LNG バンカー船を建造する資金の一部とし

て、FueLNG とパビリオン・ガスの 2 社にそれぞれ 300 万 S ドルを助成すると決めた。 
2018 年 6 月、シンガポール LNG コーポレーション（SLNG）は、同ターミナルでの貯蔵・リ

ロード（再輸 出）業 務についてオランダの独立 系 石油 取引 大 手トラフィギュラと契 約した。ト

ラフィギュラは向こう 2 年間にわたり、容量 16 万立方メートルの貯蔵タンクを使用する権利

を得て、LNG の貯蔵・リロード業務を担う。 
2018 年 10 月、MPA はバイオ燃料やメタノールなど、温室効果ガスの排出量が少ない船

舶燃料の研究開発（R&D）にも 500 万 S ドルを拠出することを明らかにした。 

－ 147 －



 

 

2019 年  2019 年 11 月、2017 年に策定した「テクニカル・レファレンス 56」（TR56）に代わる新たな

LNG 燃 料 補 給 の基 準 SS648 「バンカー・マスフロー・メータリング作 業 基 準 」を策 定 。

2020 年 1 月からの低硫黄成分燃料の利用義務化に合わせるため、TR48 を拡充し。測定

プロセス、透明性の向上、オペレーションの効率化などを導入。複数のメーターを利用する

作業にも対応する。 
2019 年 11 月、川崎汽船が FueLNG 社の LNG 燃料供給船の船舶管理を受注。船は

7,500 立方 メートル。LNG 燃料補 給 は 2020 年上半期に開 始する予定 。FueLNG は

2018 年 5 月から 100 件以上のトラックから船舶への燃料補給を実施済み。 
2019 年 12 月、パビリオン・エナジーはフランスのオイルメジャー、トタルと、シンガポールの

港に LNG 燃料供給設備を開発する 10 年間の合意を締結した。1 万 2,000 立方メートル

の LNG 燃料供給船を使い、お互い、それぞれの顧客に LNG 燃料を供給する。パビリオ

ン・エナジーはセムコープ・マリンが建造した LNG 燃料供給船を商船三井から 2019 年 2
月に傭船し、2019 年 5 月に船舶間 LNG 燃料供給を実施済み。 

2020 年  2020 年 10 月、LNG バンカー供給業者を募る提案募集を開始した。最大 2 社まで追加

する。現在のライセンスは FueLNG とパビリオン・エナジー・シンガポール社。 
 
シンガポールにおける SOｘ規制対応については、上記の流れで対策が進められてい

る。IMO は 2018 年 4 月、船舶からの温室効果ガスの排出量を 2050 年に 2008 年比で

半減させる目標を決定している。従来の重油を LNG に置き換えるだけでは、温室効果

ガスの排出量は最大で 25％しか削減できないとされるこれに対応するため、MPA は

2018 年 10 月、バイオ燃料やメタノールなど、温室効果ガスの排出量が少ない船舶燃料

の研究開発（R&D）にも 500 万 S ドルを拠出することを明らかにしている。  

 

8 港湾物流イノベーション開発  
シンガポールでは、港湾、物流のデジタル化のための研究開発に力を入れている。  

PSA コーポレーションは、2016 年 6 月、経済開発庁（EDB）と MPA の支援の下、

実際の港湾施設を活用し、港湾・物流業界の発展に寄与する研究に取り組む「PSA リ

ビングラボ」を開設している。パシール・パンジャン・ターミナルの 2 つのバースを

新興企業や技術会社に開放している。PSA は共同で、アイデア創出や統合システム試

行などに取り組み、シンガポールの既存港および 2021 年完成予定のトゥアス港で活

用できる最先端技術を開発する。PSA は港湾技術開発の一環として、2017 年に同タ

ーミナルで 30 台の無人搬送車（AGV）を稼働させている。2019 年 3 月には 2021 年

から稼働するトゥアス港第 1 期で使うため、160 台の AGV（オランドの VDL グルー

プ）に 80 台、シンガポールの国営 ST エンジニアリングに 80 台の AGV を発注した。  

また、PSA は AI からクラウドコンピューティングからロボットまで様々な分野で、

海事、物流、コンテナ貨物取り扱いに使える新技術を求めている。幅広く、こうした

技術やソリューションを探すため、2016 年に海事、物流、コンテナ貨物フローの分野

でアイデアや技術を持つスタートアップ企業に投資を行うベンチャーキャピタル子会

社 PSA アンボックスド（PSA unboxed）を設立している。イスラエルの海事物流分野

に特化したベンチャーキャピタル兼インキュベーターのザ・ドック、大手海運 CMA 

CGM グループのスタータップ企業インキュベーターのゼ・ボックス、海洋関連投資

に特化したノルウェーの投資ファンドのカタプルト・オーシャン、シンガポールの投

資コンサルティング会社のゴールデン・イクエーター、インドのサプライチェーン向

け投資ファンドのサプライ・チェーン・ラブなどと提携して、投資先を発掘している。
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2020 年 12 月 5 日現在の PSA アンボックスドのウェブサイトによると、これまでに、

AI と機械学習を使ったサプライチェーンのプラットフォームを提供するサンフラン

シスコ本社のクリアー・メタル、物流サプライチェーンの自動化ソリューションソフ

トウェアを手掛けるカリフォルニア州の RPA ラボ、物流業界向けデジタルプラット

フォームを提供するシンガポール企業のハコボ（創業者は日本人）など、合計 8 社に

投資している。  

一方、MPA も国際ハブ港としての競争力強化に向け、港湾・海運業界の技術革新を

促進する「MPA リビングラボ」を 2017 年に開設している。リビングラボは、技術プ

ロバイダーや業界パートナー企業が革新的技術の開発に利用できるプラットフォーム

を設け、「データ分析・インテリジェントシステム」「自動システム・ロボット工学」

「スマートな革新的インフラ」「セーフティー・セキュリティー」の各分野で技術開発

に取り組む。「データ分析・インテリジェントシステム」では、海事情報ハブを構築、

船舶の到着時間や運航状況、船舶衝突リスクが確認できるアプリの開発などを行う。

「自動システム・ロボット工学」では、船舶の自動運航システムやドローン、その他

の自動システムなどの試験運用を実施する。「スマートな革新的インフラ」では、船舶

係留や港湾サービス提供のための多目的浮体式のプラットフォームなど革新的なエン

ジリアリング技術などを研究。「セーフティー・セキュリティー」では、事件・事故な

どを監視するスマートセンサー技術の開発など、港湾のサイバー・現実の両空間のセ

キュリティー強化に取り組む。  

さらに MPA は 2019 年 4 月にマリタイム・イノベーション・ラボ（MIL）を開設し

た。MIL では、遠隔水先案内、次世代船舶航行管理等の新技術を実験する他、新たな

オペレーションのコンセプトとシステムを開発し、シンガポールの海事産業技術能力

を高め、シンガポールの港が将来の技術変革に対応できるようにする。そのための重

要な分野の 1 つが、自動運航であり、MPA は複数の政府機関から成る委員会を設立

し、将来、自動運航船を受け入れる準備を行うこととしている。  

自動運航への取り組みの一貫として、2019 年 4 月に MPA は、5 つの自動航船の実

証実験に総額 720 万 S ドルの資金を拠出することを発表した。そのうちの 1 つは、シ

ンガポールの政府系企業シンガポール・テクノロジーズ（ST）エンジニアリング、ロ

イドレジスター、三井物産によるプロジェクトである。ST エンジニアリングが知覚航

行モジュールを開発し、シンガポール籍の自動車運搬船に取付け、全世界を航行する。

スエズ運河、パナマ運河、マラッカ海峡、シンガポールを航行し、データ、知識など

を蓄積し、将来の自動運航プログラムに活用する。また、MPA は PSA コーポレーシ

ョンの子会社で水先案内を行う PSA マリーンと共同で、遠隔操作水先案内システム

を開発している。水先案内人が陸から安全に船の着岸させるためのシステムの構築を

目指したものとなっている。  
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9 港湾開発に向けての中長期ビジョン  
（1）2030 年に向けての次世代港湾（NGP 2030）構想  

2015 年 10 月、MPA は、「次世代港湾（Next Generation Port 2030）」の構想を発

表した。NGP 2030 のビジョン及び目標は、効率性と生産性を向上させるための先端

技術を活用し、港湾の土地利用を最大化し、安全性とセキュリティーを向上させ、持

続可能なレベルを高め、一般市民がアクセス可能な公共スペースを併設した港湾を創

出することにある。NGP2030 構想は、西部トゥアス地区で進行中の大規模港湾開発

が中心で、次の 4 項目を推進力とする戦略案が提示された 13。  

①効率性の高い港湾  

 効率性や生産性を高める無人搬送車（AGV）、岸壁クレーン、自動運転技術な

ど自動化・ロボット化を促進する。  

 PSA は AGV および AGV 運用システムの研究開発および実証試験を行って

いるが、他のコンテナターミナル技術および新しい運用コンセプトについて

の研究開発も検討する。  

 ヤードのコンテナ保管能力を高め、クレーンの生産性を向上するために、2 階

層コンテナターミナルの導入、もしくは自動コンテナ保管搬送システムの利

用を検討する。  

②インテリジェントな港湾  

 NGP の核となるのは、港内の将来の海上交通量増大と船舶の大型化に対応で

きるインテリジェントな港である。将来のデータ量は、人が手作業で管理す

るには多すぎて複雑である。例えば、異常な船舶の動静や法令に準拠してい

ない活動を検出するのは人間のオペレーターにとって簡単なことではない。

スマートセンサー技術を利用した高度なセンサーシステムが装備されている

場合、この膨大な量のデータを処理・分析し、規則に適合した意思決定、さ

らには不測の事態のために有用な情報を抽出することが可能となる。  

 漏油などの不測の事態にも対応し、船体洗浄・修繕など水面下での危険な作

業に従事する無人自律航行船、ドローン、自律海中走行ロボットや遠隔操作

の自律車両などの研究開発も検討する。  

 他の潜在的な研究開発および試験として、港湾監視や船舶への物資配送など

でドローン（UAV）の活用を検討する。MPA は、海上の強い風況に耐えられ

る海面上で離発着可能な UAV の海洋型プロトタイプを開発する地元企業の

研究開発活動を支援する。  

③安全かつセキュアーな港湾  

 将来混雑が予想される領海内での安全航行を実現するため、次世代船舶運航

管理システムの開発を検討する。そのために有効な方策の 1 つとして、既存

のモデリング＆シミュレーションシステムと船舶運航管理システムを統合し、

港湾内のあらゆる事故を予測し、事前に回避するための対策をシミュレーシ

ョンすることが可能となる。また、港湾内で混雑するスポットを事前に特定

 
13 https://www.mpa.gov.sg/web/portal/home/media-centre/news-releases/detail/45bf0831-c7db-4259-

ab25-cf7c674335b0 
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し、船舶に早期警報を提供することによって、各船舶の航路計画を分析して

事故を予測し衝突を回避する。  

 海上セキュリティーを所管する政府機関、船舶およびターミナルオペレータ

ーとの間でリアルタイムに情報を共有する。情報共有を可能にするために、

スマート係留ブイやビーコン、レーダー、CCTV、ドローン、自律航行船、人

工衛星など、複数のスマートセンサーや情報源からリアルタイム情報を収集

する可能性を探る。ビッグデータ、センサー統合スマートシステム、モデリ

ングとシミュレーションの利用に関する研究開発はその重要な要素となる。  

④グリーン＆コミュニティ重視型の港湾  

 LNG バンカリングをはじめ次世代船舶燃料に対応した港湾のグリーン化を

推進する。  

 トゥアス・メガターミナルでは、太陽光などの再生可能エネルギーを活用し

て電力を供給する。クリーンで再生可能なエネルギーの使用はまだ初期段階

にあるため、バッテリーの蓄充電、エネルギー管理、最適化などの研究開発

と実証試験を進める。  

 トゥアス地区の土地を最大限に活用するため、メガコンテナターミナルの地

上部にコンテナ貨物ステーション、ロジスティックハブなどの港湾関連施設・

商業施設を一体化したプラットフォームの建設や、メガコンテナターミナル

の地下スペースを活用して高付加価値製品の貯蔵・保管庫の設置も検討する。 

 一般市民が港湾の重要性を認識し、その活動を理解し、連携を強化するため

に、港湾周辺部にレジャー施設など多くの公共スペースを設ける。  

 
図  13 次世代港湾のイメージ図  

 
  出典：MPA Port of Singapore -Co-operation with Ports 
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2020 年 2 月現在、次世代港として開発中のトゥアス港は、第 2 期の工事も始まり、

2021 年からまず 2 バースで段階的な稼働も始まる。NGP2030 に掲げられた技術や構

想は、徐々にトゥアス港で実現されていくことになる。  

欧州から韓国、日本、中国各港への新たな直行航路として北極海航路の通年航行が

可能になるのは時間の問題とされる中、シンガポールは海運ハブとしての地位を守る

ためにも次世代港湾で競争力を強化することとしている。  
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